
 

【様式】 

 

租税特別措置等に係る政策の事前評価書 
1 政策評価の対象とした

租税特別措置等の名称 

試験研究を行った場合の法人税額等の特別控除（上乗せ措置の恒久化）（国

税７）（法人税：義） 

2 要望の内容 増加型・高水準型の恒久化 

3 担当部局 環境省総合環境政策局総務課環境研究技術室 

4 評価実施時期 平成２３年９月 

5 租税特別措置等の創設

年度及び改正経緯 

・増加型：昭和４２年度創設 

・中小企業技術基盤強化税制：昭和６０年度創設 

・特別共同試験研究に係る税額控除制度：平成５年度創設 

・総額型：平成１５年度創設 

・高水準型：平成２０年度創設 

6 適用又は延長期間 ・総額型（中小企業技術基盤強化税制、特別共同試験研究に係る税額控除制

度含む）：期限なし 

・増加型：平成２３年度末まで 

・高水準型：平成２３年度末まで 

・経済対策部分：（総額型控除上限 20％→30%については平成２３年度末ま

で。繰越期間は最長平成２４年度末まで） 

7 必要性

等 

① 政策目的

及びその

根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

２０２０年度までに、官民合わせた研究開発投資を GDP 比４％以上にする。 

《政策目的の根拠》 

「２０２０年度までに、官民合わせた研究開発投資を GDP 比４％以上にする。」 

（新成長戦略：平成２２年６月１８日閣議決定） 

 

・「我が国の環境保全施策に責任を有する環境省は、各種の主体において開

発された技術が、環境保全上最適な組み合わせで社会に実装されるのを促進

するべきであり、そのための社会経済システム・その評価の開発やシステムの

改良により重点的に取り組むべきである。」 

（環境研究・環境技術開発の推進戦略について（答申）：平成２２年６月２２日

中央環境審議会） 

② 政策体系

における

政策目的

の位置付

け 

９．環境政策の基盤整備 

 9-3.環境問題に対する調査・研究・技術開発 

③ 達成目標

及び測定

指標 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

民間研究開発投資の対ＧＤＰ比率を、主要先進諸国の中で最高水準（第１位）

に維持する。 

《租税特別措置等による達成目標に係る測定指標》 

民間研究開発投資の対ＧＤＰ比率の国際比較 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

我が国全体の研究開発投資の７割以上を占める企業の研究開発投資を押し

上げることにより、国全体の研究開発投資の対ＧＤＰ比率を高めることに大きく



 

寄与することが可能。 

 

また、研究開発投資には環境分野に対する研究開発投資を含むため、研究

開発投資の対ＧＤＰ比率を高めることにより、開発された技術の社会実装によ

る環境問題の解決や持続可能な社会の構築にも資することが可能。 

 

8 有効性

等 

① 適用数等 ・利用実績 （うち、税法上の中小企業分） 

<本租税特別措置全体>  

平成１９年度  ８，４７９事業年度（５，７４７事業年度） 

平成２０年度  ７，９１２事業年度（４，６５７事業年度） 

平成２１年度  ７，１７２事業年度（４，４１１事業年度） 

 

<増加型・高水準型> 

平成２０年度    ９０７事業年度（  ４３０事業年度） 

平成２１年度  １，５４４事業年度（１，０１９事業年度） 

（出典：国税庁 会社標本調査結果「税務統計から見た法人企業の実態」。 

なお、平成１８年度以前の会社標本調査においては、事業年度に係るデータ

が表記されておらず、また増加型・高水準型の事業年度は平成２０年度から表

記されている。） 

 

・将来推計（うち、税法上の中小企業分）  【算出根拠：別紙①】 

<本租税特別措置全体> 

平成２２年度見込み  ８，７２７事業年度（５，２２４事業年度） 

平成２３年度見込み  ６，４８５事業年度（３，０９９事業年度） 

平成２４年度見込み  ６，６６０事業年度（３，１８０事業年度） 

 

<増加型・高水準型>  【算出根拠：別紙②】 

平成２２年度見込み  １，４４２事業年度（  ８７７事業年度） 

平成２３年度見込み    ８８７事業年度（  ４３９事業年度） 

平成２４年度見込み    ８５７事業年度（  ３９０事業年度） 

 

（出典：平成２３年度「経済産業省企業アンケート調査」より経済産業省が推

計） 

 

・利用業種 

 下記の通り、幅広い業種で利用されている。 

【平成２２年度増加型・高水準型 業種別内訳】 

業種 利用企業数 (うち中小企業) 

化学 44 3 

電気機械 19 3 

窯業 3 0 

輸送用機械 7 3 

精密機械 6 1 

機械 13 3 

その他 52 14 



 

  平成２３年度「経済産業省企業アンケート調査」より 

 

② 減収額 ・減収額実績 （うち、税法上の中小企業分） 

<本租税特別措置全体> 

平成１７年度 ５，６６３億円（３０７億円） 

平成１８年度 ５，８２０億円（３０５億円） 

平成１９年度 ６，２６９億円（１６７億円） 

平成２０年度 ２，８８１億円（２４６億円） 

平成２１年度 ２，５６５億円（１３１億円） 

 

<増加型・高水準型> 

平成２０年度   １７８億円（１４億円） 

平成２１年度   １３３億円（６億円） 

 

（出典：国税庁会社標本調査結果「税務統計から見た法人企業の実態」） 

 

・将来推計（うち、税法上の中小企業分） 

<本租税特別措置全体>  【算出根拠：別紙①】 

平成２２年度見込み ３，０５９億円（２４８億円） 

平成２３年度見込み ２，９１５億円（１１３億円） 

平成２４年度見込み ２，５９１億円（１１２億円） 

 

<増加型・高水準型>  【算出根拠：別紙②】 

平成２２年度見込み   ２２１億円（８億円） 

平成２３年度見込み   １５１億円（４億円） 

平成２４年度見込み   １２６億円（３億円） 

 

（出典：平成２３年度「経済産業省企業アンケート調査」より経済産業省が推

計） 

③ 効果・達成

目標の実

現状況 

《政策目的の実現状況》（分析対象期間：平成 15 年～平成 20 年） 

現在、我が国の官民合わせた研究開発投資のＧＤＰ比率は３．４２％。主要

先進諸国の中で最高水準の対 GDP 研究開発投資比率を維持しているが、

４％には届いていない。 

なお、当該目標は政府による研究開発投資と民間研究開発投資とを合わせ

て達成すべきものであるところ、本租税特別措置は、民間研究開発投資の促

進に資するものである点に留意。 

 

主要国の対ＧＤＰ研究開発投資比率（単位：％） 

  2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 

日本 3.20 3.17 3.32 3.41 3.44 3.42 

中国 1.13 1.23 1.34 1.42 1.44 1.54 

韓国 2.49 2.68 2.79 3.01 3.21 3.37 

アメリカ 2.61 2.54 2.57 2.61 2.66 2.77 

イギリス 1.75 1.68 1.73 1.75 1.79 1.77 

カナダ 2.04 2.08 2.05 1.97 1.90 1.84 

ロシア 1.28 1.15 1.07 1.07 1.12 1.04 

フランス 2.17 2.15 2.10 2.10 2.04 2.02 



 

ドイツ 2.52 2.49 2.49 2.53 2.53 2.64 

イタリア 1.11 1.10 1.09 1.13 1.18 1.19 

出典：ＯＥＣＤ「Main Science and Technology Indicators 2010/01」  

 

＜今後の達成予測＞ 

主要先進諸国との研究開発投資拡充競争が激化する中、本租税特別措置

の効果を通じて、民間研究開発投資の対ＧＤＰ比率を世界最高水準に維持し

続けることができれば、政策目標の達成に大きく寄与することが可能と考えら

れる。 

 

 なお、我が国の環境分野の研究費及び研究費全体に占める割合は毎年度

増加しているが、研究費全体の低迷を受け、額自体は減少している。 

 

【我が国の環境分野の研究費】 

 

 
17年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 

研究費（億円） 8,942 9,804 10,771 11,055 10,407 

研究費全体に 

占める割合（％） 5.0 5.3 5.7 5.9 6.0 

 

出典：総務省「平成 22 年科学技術研究調査」 

 

 

《租税特別措置等による効果・達成目標の実現状況》（分析対象期間：平成 15

年～平成 20 年） 

 我が国は、主要先進諸国の中で最高水準の対GDP民間研究開発投資比率

を維持している。 

 

主要国の対ＧＤＰ民間研究開発投資比率（単位：％）  

  2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 

日本 2.40 2.38 2.54 2.63 2.68 2.69 

中国 0.71 0.82 0.91 1.01 1.04 1.13 

韓国 1.89 2.06 2.15 2.33 2.45 2.54 

アメリカ 1.81 1.76 1.80 1.86 1.92 2.01 

イギリス 1.11 1.05 1.06 1.08 1.12 1.10 

カナダ 1.16 1.18 1.15 1.11 1.04 1.00 

ロシア 0.88 0.79 0.73 0.72 0.72 0.65 

フランス 1.36 1.36 1.30 1.32 1.29 1.27 

ドイツ 1.76 1.74 1.72 1.77 1.77 1.85 

イタリア 0.52 0.52 0.55 0.55 0.61 0.60 

出典：OECD「Main Science and Technology Indicators 2010/01」 
 
＜今後の達成予測＞ 

主要先進諸国等における研究開発税制拡充競争が激化する中、総額型に

続き、上乗せ措置の恒久化を図り、長期的に安定した研究開発投資が促進さ

れることで、最高水準の対GDP民間研究開発投資比率の維持に寄与すること

が可能と考えられる。 
 



 

《租税特別措置等が新設、拡充又は延長されなかった場合の影響》（分析対象

期間：平成２２年度～平成３１年度） 

平成２３年度の減収見込み額及び投資押上げ効果に基づき、今回の拡充

要望が実現しなかった場合のＧＤＰ押し下げ効果を試算する。 

なお、今回の要望は恒久措置を求めるものであるが、経済波及効果を分析

するに当たっては、モデルを用いて計算をする前提として、一定の期間を区切

る必要があり、分析対象期間は平成２４年度～平成３３年度までの１０年間と

した。 

 

<増加型・高水準型> 

平成２４年度の減収見込み額における、各租税特別措置の効果 

・減収額：１２６億円程度（うち中小企業分３億円） 

↓ （ﾏｸﾛﾓﾃﾞﾙによる計算） 

・GDP 押下げ影響：約６５４億円（うち中小企業分：２０億円） 

 

《税収減を是認するような効果の有無》（分析対象期間：平成２４年度～平成３

３年度） 

経済波及効果の試算 （※２３年度の経済産業省実施アンケートに基づく） 

 

<本租税特別措置全体> 

 ・平成２４年度減収額 ２５９１億円（うち中小企業１１２億円） 

  ↓ 研究開発税制による研究開発投資押上げ効果 

       大企業：1.26 倍 

       中小企業：1.59 倍 

 ・研究開発投資押上げ額 

       大企業：３１２５億円（2480 億円×1.26 倍） 

       中小企業：１７７億円（112 億円×1.59 倍） 

  ↓ GDP 押上げ効果（ﾏｸﾛﾓﾃﾞﾙによる計算） 

       大企業：１兆２７１９億円億円 

       中小企業：７２８億円 

・平成２４年度の本租税特別措置全体による減税が、平成２４年度～平成３３

年までの１０年間に及ぼすＧＤＰ押上げ効果：１兆３４４７億円 

 

9 相当性 ① 租税特別

措置等に

よるべき

妥当性等 

・ 我が国においては、 

 ①企業が実施する研究開発費は、国全体の研究開発費総額に占める割合

が高く（72.5%。 韓国に次いで２番目）、   

 ②企業が実施する研究開発費をほとんど企業自身の資金で賄い（98.5%）、 

 ③政府による企業への直接支援が少ない（0.9%、主要国中最低）。 

・ すなわち、我が国のイノベーションは、企業が牽引しており、かつ、企業が自

らの負担で推進していることから、企業の創意工夫ある自主的な研究開発

を促進することが、成長力・国際競争力強化の観点から極めて重要。 

・ 研究開発税制は、企業の法人税額負担を減少させることにより、創意工夫

あふれる自主的な研究開発投資を直接促すことが可能な措置であり、妥当

性があると言える。 

・予算上の措置（委託費等）は、それぞれ国の政策に基づき助成等の対象者

及び研究テーマ等を設定することで、より特定された分野又は研究開発段

階における成果の獲得を目指す制度であることからすれば、あくまで誘導的

な政策支援であり、民間活力による自主的な研究開発投資を幅広く促進す



 

ることにより、我が国の経済成長を実現するためには、本税制措置による支

援が適切と考えられる。 

・平成２３年度経済産業省アンケート結果によれば、「上乗せ措置が継続され

る保証がないが恒久措置となれば計画に考慮」と回答する企業が半数近く

（４２％）存在し、上乗せ措置の恒久化が研究開発投資促進の大きなインセ

ンティブとなることが期待できる。 

 

② 他の支援

措置や義

務付け等

との役割

分担 

・ 予算上の措置（委託費等）は、それぞれ国の政策に基づき助成等の対象者

及び研究テーマ等を設定することで、より特定された分野又は研究開発段

階における成果の獲得を目指す制度であり、民間活力による研究開発投資

を幅広く促進する制度である税制措置とは支援目的と対象が異なる。 

・ また、諸外国においても、民間研究開発投資に対し、予算・税制両面から積

極的な支援が行われている。 

 

③ 地方公共

団体が協

力する相

当性 

・法人税法第２３条第一項第四号において、法人住民税は試験研究費税額控

除前の法人税額を課税標準とすることとされている。その中で、中小企業者等

においては、地方税法附則抄第８条により、試験研究費税額控除後の法人税

額を課税標準とすることが定められている。 

 

10 有識者の見解  

－ 

 

11 前回の事前評価又は事

後評価の実施時期 

平成２２年９月 

 

 


